












































































は金谷（2019）がある。また、本稿で紹介している Hubの基となった LIFT（Local Improvement 
Finance Trust）を上下水道の広域化のモデルとして検討した経営工学研究所（2008年）が







２．PFI から派生したモデルと PPPの課題への対応 
















したインフラ整備の手法などの検討やアドバイザリーを担当する公社 Scottish Future 
Trust（SFT）が設立された。スコットランド政府も PFIに対する批判の高まりは認識してお






ど小規模な施設への PFIを導入する手法である Local Improvement Finance Trust (LIFT)
や Building School for Future（BSF）という手法を基にしながら、対象を公共施設全般に
広げたものだ。 
Hub の具体的な仕組み、機能等は以下の通りである。民間事業者と SFT、本プログラムへ
の参加を希望する発注機関 2が SPC へ出資し、当該地域内の自治体や NHSトラストなどの多
様な公的機関のプロジェクトの実行支援を行う。対象となる分野は、図書館や庁舎などを含
                                                     
1 ここ 20 年ほどでスコットランド政府は議会の再設置や様々な権限の獲得など自治が進んできている
が、それ以前は一つの省庁と同様の扱いで、政府が公表する PFI の統計でも保健省などと並んで「スコッ
トランド」「ウェールズ」が記載されている。 













Hub 会社を構成する民間企業は EU 官報にも公告して調達を行っているため、Hub 会社に対
して発注機関が個別のプロジェクトを発注する際には競争を行う必要がないと EUの枠組み
において整理されている 3。プロジェクトの実施プロセスは、まず、発注機関が Hub会社に






































各地の Hub会社は、DBDAや DBFM でサプライチェーンから事業者を選択した際に工事や設
計に瑕疵があれば、自らの評価が悪化し、発注機関からの発注が得られなくなるため、地域
の中小企業の技術力向上や、ティア２未満の企業をティア２に引き上げる努力などが求め
られる。このため、Hub South West Scotlandでは、中小企業の事前資格認定（登録）を支






                                                     
4 英国においては、設計会社や建設会社を規模や活動範囲で階層（Tier）に分類し、サプライチェーンと
して登録することが従来から行われている。ただし、Hub East Central では、ティア 1：全国展開する建
設企業、施設管理企業等、ティア２：設計企業、コンサルタント、アドバイザー、ティア３：地元で活動
する建設企業、サプライヤー等という分類をしている。また、Hub West Scotland では、ティア分類をせ






















割合を 10％へ引き下げ、20%を SFT も出資する新設のチャリティー組織から出資させる新し











                                                     






















































































































ンシェアを SFTが持ち、公益の最大化を図ろうとする PIDを SFTから SPCへ派遣する。PID
は、取締役会の中で拒否権を持ち、SPCの意思決定が公益に反することがないよう担保する
















域でもある。ウェールズが、2017年に発表した Mutual Investment Model（MIM）は、スコ






形態、内容が異なる。教育施設とコミュニティ施設を対象とする MIMは WEP（Wales Education 
Programme）と呼ばれ、Hub に非常に類似した手法であるる。しかし、オフバランス化を図






































































































































ィングは、PFI に適さないような事業であっても PFI の検討を行わせ、政府の手間が増大
したのみで、導入件数はさほど伸びないまま、3 年で廃止された。この後、強制的な検討
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※なお、本文中で紹介しているスキーム等についての説明は 2019 年 8月 12～18日に実施
した現地調査による。 
